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欧州社会党の挑戦
一新たな｢ヨーロッパ社会モデル｣の模索について-

The Challenge of也e Party of European Socialists

-Searching for a New "European Social Model"-

佐藤　あき*

Aki SATO*

Abstract

The development of the European integration towards the single market and the euro has

had a rather negative impact on European welfare states. European social democratic parties,

which have strongly supported welfare system, began to react together searching for a new

"European Social Model" at EU level, through transnational coordination within the PES

(Party of European Socialists). This paper examines how the PES succeeded to influence the

policy-making process of the EU and put the new employment chapter into the Amsterdam

treaty.
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は　じ　め　に

国際公共政策研究 第7巻第2号

｢ヨーロッパ社会モデル｣という言葉は､概して手厚い労働･福祉政策に特徴付けられて

きた戦後の西欧諸国の福祉国家としての一面に注目して用いられることが多い.戦後の｢黄

金期｣を過ぎた70年代以降､今なお続く｢福祉国家の危機｣をめぐる議論は主に一国レベル

の政策論争に委ねられてきた｡しかし欧州統合が進展するにつれ､危機を促す外的な要因､

危機を欧州レベルで補完する試み､という相反する捉え方から､欧州連合(EU)1の存在が

この議論の中に登場するようになる｡

EUの公式な文書において｢ヨーロッパ社会モデル｣という言葉が初めて登場したのは､

94年に作成された｢ヨーロッパ社会政策自書｣においてである2)｡自書は序章において｢ヨー

ロッパ社会モデルを維持し､発展させる｣とし､ ｢そのモデルの基礎をなす多くの共通の価値

観として､民主制､個人の権利､自由な団体交渉､市場経済､万人の機会の均等､そして社

会福祉と連帯｣3)を挙げている｡ 81年フランスにおいてミッテラン政権が誕生した直後に発

表された､ ｢共同体の再活性化に関する仏政府覚書｣において用いられた｢ソーシャル･ヨー

ロッパ｣という言葉と同様に､福祉国家を支持する勢力からEUの社会政策について論じる

際に肯定的に用いられる事が多い｡

通貨統合､市場統合に代表される経済面での統合の進展に比べ軽視されてきたものの､そ

れでも近年のEUの社会政策へは一定の評価も与えられている4)O本稿では､ EUの｢社会的

次元｣ (Social Dimension)､つまり社会政策分野における統合を発展させ､ EUレベルで新

たな｢ヨーロッパ社会モデル｣を模索する試みに注目し､それを推進する欧州左派政党の協

力の枠組みとして欧州社会党5) (Party of European Socialists: PES)について検討してゆき

たい｡

PESは他の欧州政党､つまり欧州レベルで組織されている政党と同様に､形式的には二

つタイプの党｢組織｣､つまり欧州議会における議員グループと､主としてEU加盟国の労働､

社会･社会民主主義政党による政党同盟から構成されている｡欧州統合下のトランスナショ

1)マーストリヒト条約発効(1993年11月1日)以降､欧州共同体(EC)は欧州連合(EU)､ EC委員会は欧州委員
会となる｡

2)溝口桂一郎FEU労働法の形成　欧州社会モデルに未来はあるか?』日本労働研究機構1998年､ 289貢｡
3)同上書､ 276貢｡

4) Paul Teague, "Eu Social Policy: Institutional Design Matters", Queen's Papers on Europeanization, 01/2000.

Ricard Goma, "The social dimension of the European Union: a new type of welfare system?", Journal of
European Public Policy, 3 (2).

5)国ごとに呼称が異なる｡違いを明確にするため他の国における名称を英語で統一して表すと､イギリス､フランス､

スペイン､ギリシャではPartyofEuropeanSocialists,デンマーク､オランダ､フィンランド､ノルウェー､スウ

ェーデンではParty of European Social Democrats,ドイツではEuropean Social Democratic Party,ポルトガ

ルではEuropean Socialist Party,イタリアではParty of European Socialismとなる｡
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ナルな政党間の協力についての学問的な関心は極めて低いものであった｡しかし､ 90年代以

降欧州統合は大きく｢深化｣へと進み､また基本的に諮問･監督機関にすぎなかった欧州議

会の権限も飛躍的に強化された｡それに応じて政党間協力のあり方にも変化が見られ､欧州

政党を扱った研究も徐々に増えてきているが､邦文の欧州統合に関する研究においては依然

として欧州政党について言及されることは少ない｡

そもそもEUの政治に影響を及ぼすアクターとしての欧州政党への評価は概して低いもの

であった｡選挙､政党､議会の果たす役割が国内とEUでは基本的に異なっているので当然

ではあるが､欧州政党のEUの政治への影響力を､国内政治における政党の役割と比較して

考えるのであれば､確かにその差は歴然としている｡しかし特に90年代半ば以降左派政党に

よる政権がEU加盟国において数的な優位を保ち出した頃より､ PESは政党がこれまで国

内において果たしてきた役割とは異なる形でEUの政治へより積極的に関与することを試み､

実際にマーストリヒト条約からアムステルダム条約への改定プロセスにおいてその成果が現

れている｡

以下ではまず戦後の欧州における統合プロセスと､その福祉国家と欧州の左派政党への影

響について振り返る｡そして欧州統合の｢社会的次元｣の展開とその問題点を確認した上で､

新しい可能性としてアムステルダム条約において雇用に関する独立した編が新たに誕生した

事に注目する｡次に｢社会的次元｣を推進するトランスナショナルな政党間協力の枠組みと

してPESを取り上げ､その歴史と機構を見た上で､アムステルダム条約に至るEUの政策

決定への関与について検討したい｡

I.欧州統合と福祉国家

情報通信技術の発達､大型合併による巨大多国籍企業の誕生､資本移動の自由化など､い

わゆる｢グローバル化｣といわれる現在､資本はより有利な企業立地を求め容易に国境を超

える状況にある｡そのため各国は資本引き止めのための税金の切り下げ競争､｢底辺への競争｣

(race tobottom)へと進み､結果として福祉国家の財源基盤が脅かされる､こうした｢グロ

ーバル化による福祉国家の崩壊｣というテーゼには賛否両論があるものの､福祉国家の変容

を促す外的な要因としてグローバル化がしばしば挙げられる｡

市場統合や通貨統合により経済的に相互依存の進んだEU加盟国間にとって欧州統合は経

済のグローバル化と同義に理解される一方で､グローバル化への対抗軸とも位置付けること

ができる｡今日の欧州統合のプロセスを､ ｢新自由主義･プロジェクト｣と｢規制された資本

主義プロジェクト｣との対抗プロセスとする見解6)が示すように､EU統合をめぐっては市場

統合に代表される新自由主義的な政策の推進だけでなく､欧州レベルでこれに対応していこ
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うとする政治的対抗も見られる｡前者がより完全な自由競争の場となる市場統合の完成ため､

加盟国間に存在する関税やその他の障壁の除去といった｢消極的な統合｣ (negative integra-

tion)を主として推進する一方で､後者にとっては統合された市場に合わせ社会的な規制を

もE Uレベルで再構築するための､社会政策の面での｢積極的な統合｣ (positive integration)

が重要な戦略となる7)0

もともと悲惨な戦争を繰り返してきた歴史への反省から50年代に始まった欧州統合の動き

は､その後主に経済的な側面から具体化されてきた｡欧州石炭鉄鋼共同体(ECSC)､欧州経

済共同体､欧州原子力共同体の発足から欧州共同体(E C)の設立へと続く50年代60年代の

統合の進展期は､西欧諸国が歴史的な高度成長を背景に､それぞれ福祉国家体制を整えてい

った時期とも重なっている｡国家-中央政府は自国内の市場経済を大枠では維持しながらも､

様々な社会的規制や財政を通じた富の再配分を行うことによってミ市場が社会にもたらす不

公平を是正し､労働者を保護する様々な装置を制度化することに成功した8)｡欧州の左派政党

はこのケインズ主義的政策を基盤とする福祉国家の主たる擁護者であった｡

しかし70年代から80年代におこった2度の石油ショックによる経済危機は福祉国家体制を

支えてきた経済成長を奪い､それまでの経済的･政治的安定性を大きく揺るがす｡経済危機

に対して当時のEC加盟各国はECレベルではなく一国レベルでの対応を選択し､統合は停

滞する｡ 80年代初めの経済停滞の危機感から打開策として提示された｢92年市場統合計画｣

は福祉国家の一つの特徴であった｢一国主義｣を脱却し､加盟国市場を守ってきた様々な規

制を緩和･撤廃し､競争にさらすことで経済を活性化させ､日･米に対抗しうるような経済

圏を確立することを第-の目標としていた0 85年に発表された､単一市場完成に向け､人､

物､サービス､資本の自由移動を妨げる非関税障壁を撤廃､緩和するための300項目の具体的

目標を定める｢域内市場統合白書｣と､市場統合に向け政策決定手続きの迅速化を図るため

ローマ条約を改正した｢単一欧州議定書｣の発効は､まさに｢消極的な統合｣を推進するた

めの原動力となる｡

経済の停滞と大量失業からの脱出の選択肢として､競争力を重視する新自由主義的な潮流

が強まる中､福祉国家だけではなくその体制を支持してきた左派政党に対しても懐疑の目が

向けられ､ ｢福祉国家の危機｣は｢社会民主主義の危機｣と同義に論ぜられてきた｡岐路に立

たされた左派政党の欧州統合への対応は､統合をチャンスと見るか脅威を捉えるか､相反す

6)官本太郎｢福祉国家の世紀と政治学｣日本政治学会縮『20世紀の政治学1 (年報政治学)岩波書店刊､ 1999年､ 48-

49貢｡

Liebst Hooghe and Gary Marks, "The making of a Policy: The Struggle over European Integration", in: H.

Kitschelt, P. Lange, G. Marks and J. D. Stephens (eds.) , Continuity and Change in Contemporary Capitalism,

Cambridge University Press, 1999.

7) Fritz W. Scharpf, Governing in Europe: Effective and Democratic?, Oxford University Press, 1999 , pp. 45-46.

8)平島健司｢欧州統合と民主的正統性｣東大社会科学研究所編F20世紀システムj　5 ､東京大学出版会､ 1998年､ 277
頁｡
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る二通りの解釈から選択肢が分かれることになる｡つまり統合を福祉国家への脅威とみる解

釈からは､ ｢一国主義｣を守り欧州統合の進展に対して距離をおくという対応が生まれ､反対

に統合をチャンスとする解釈からは､統合の｢社会的次元｣のさらなる進展により欧州レベ

ルで福祉国家を補完する戦略がもとめられることになる｡

2.欧州統合における｢社会的次元｣の展開について

｢域内市場統合自書｣の公表はE C社会政策に関係する各方面から反響を呼び､統合した

市場と並行して共同体レベルでの社会政策､つまり統合の｢社会的次元｣の充実を望む要望

が経済社会評議会､欧州議会､欧州労連などから寄せられた9).欧州統合の｢社会的次元｣の

発展を積極的に推進したのは､ 85年にEC委員長に就任した仏社会党出身のドロールであるo

Lかしこの分野におけるほぼ全ての決定は閣僚理事会での全会一致を必要とし､当時サッチ

ャー率いる保守党が政権にあったイギリスがことごとく反対にまわったため､社会政策にお

ける｢積極的な統合｣は遅々として進まなかった｡

ドロール委員長とネオリベラルを標梼するサッチャー英首相との間で綱引きが繰り返され

る中､ 89年ストラスプールの欧州理事会において｢労働者の基本的社会権に関する共同体憲

章｣ (｢EC社会憲章｣)が採択される｡これは基本的にはローマ条約ですでに述べられていた

社会政策を継承しており､今後実現させてゆくべき共通の目標を具体的に掲げたものである｡

これはあくまでも首脳会議による｢厳粛な宣言｣であり､加盟国に対し法的拘束力をもつわ

けでも社会政策における共同体の権限を強化するものでもなく､また最後まで反対の態度を

貫いたイギリスは宣言に参加していない｡しかし圧倒的に経済面に比重が置かれてきたこれ

までの統合のプロセスに対し､今後の統合のあり方に関して新たな方向性を示したという意

味では､一つの転換点であったと言える｡

92年2月に調印されるマーストリヒト条約に至る政府間会議において､ EC社会憲章を条

約に盛り込み､社会政策分野において特定多数決の対象を増やそうとする目論みは､またし

てもイギリスの激しい抵抗に合う｡社会憲章の具体化に関して結局ドロールの持ち出した妥

協案は､イギリスを除く11ヶ国による､社会政策に関する議定書及びこれに付属する協定書

という形で条約本文から切り離すというものであり､特定多数決の適用範囲の拡大について

も大きな進展は見られなかった｡

その後97年の総選挙でイギリスにおいて保守党が敗北し労働党が政権についたことで､マ

ーストリヒト条約を改正したアムステルダム条約において､社会政策に関する議定書および

9)恒川謙司『ソーシャル･ヨーロッパの建設』日本労働研究機構1992年､ 50-51貫｡
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付属協定はようやく条約本文の中に正式に盛り込まれ､イギリスもこれに参加することにな

った｡またアムステルダム条約では､ PESがこれまで特に力点を置いてきた失業への対応

として､全6条からなる雇用に関する独立した編が新たに設けられた0

こうしてみると社会政策分野における英保守党政権の存在は非常に大きなものであったと

言えるが､欧州レベルでの社会政策の停滞の責任を全てイギリスに負わせるのは間違いであ

る｡各加盟国内においてそれぞれの歴史に基づき､多様な制度を持つ社会政策を収赦させ､

複数の加盟国間で共通の政策を実施するのは困難である｡それだけでなく社会政策の発展は

政治的な正統性とも結びついており10)､この分野における国家主権の一部を譲渡することと

引き換えにEUの社会政策の権限を強化することに対して､イギリス以外の加盟国政府､ひ

いては左派政党も常に積極的であったとは言い難い｡そのため社会政策の中でも､比較的政

治的問題となりにくい男女平等や労働者の安全衛生に関する領域では早いうちから進展が見

られたのに対し､加盟国政府にとって政治イデオロギーに関わる労働力市場の規制(団体交

渉制度)や財政による再配分(社会保障給付)といった社会政策の根幹部分についての権限

は国家レベルで固持されており､現在でも基本的にその状況は変わらない11)社会政策に限

らず統合の全体の流れを見た場合､国家を超えた強力な欧州連邦を設立しようとする理念が

初期の頃から一定の政治指導者達によって共有されてきたが､実際の統合のあり方はむしろ

国家主権の委譲を最小限に留めようとする政府間主義的(inter-governmental)なものであ

り､重要な政策の決定権は各加盟国政府に委ねられてきた経緯がある0

しかし形式的には社会政策に関する多くの権限が一国レベルに留まる一方で､実際にはグ

ローバル化や市場統合､さらにはマーストリヒト条約に明記された通貨統合のための財政安

定基準により緊縮財政を余儀なくされた加盟国政府が一国レベルで取り得る政策の有効性は

確実に低下している｡だがこれまで国家レベルで行ってきた社会政策をそのままEUレベル

で行うための財源も強力な権限を持つ中央政府に当たるものもEUに存在せず､加盟国が国

レベルで失った社会政策のコントロールを補うだけの権限はEUレベルでは未だ確立されて

いない12)

3.欧州統合と雇用政策

前章で見たように､統合の｢社会的次元｣の発展には制約が多い｡しかしマーストリヒト､

10) Martin Rhodes, "Globalization and west european welfare states: A critical review of recent debates", Journal
ofEuropean Social Policy, 6 (4), p. 321.

ll)平島､前掲書､ 282頁｡

12) Stephan Leibfried and Paul Pierson, "Social policy", in: Helen Wallace and William Wallace (ed.), Policy-
making in the European Union (4th edition) , Oxford University Press, 2000.
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アムステルダム条約を通じ､少しずつではあるがその行動範囲を広げてきている｡その成果

の一つとしてアムステルダム条約において初めて雇用に関する独立した章が誕生したことが

挙げられる｡

これまでの欧州統合の歴史における雇用政策の発展過程を簡単に振り返ってみると､すで

にECSCの設立条約の中に失業克服に関する条約が含まれている｡その後58年に発効したロ

ーマ条約は主に経済政策の統合を目的として制定されたが､社会政策についても若干触れら

れている.ローマ条約に規定された唯一の雇用政策処置は欧州社会基金の設立であるが､そ

の使用目的が限定されており13)､またこの時期欧州経済が成長を享受していたことと相侯っ

て､基金は十分に活用されなかった｡

70年代80年代に入り失業率が上昇するにつれ､労働市場と雇用政策に関心が向けられるよ

うになる｡しかし委員会による様々な試みにもかかわらず､この政策分野におけるECレベ

ルでの発展は僅かであった｡その主な理由として､ ECの主な課題は経済統合であり､社会

政策一般はあくまでのその補足とみなされ具体的な目標の設定や手段が欠けていた事､雇用

政策はあくまでの国レベルの政策として捉えられていた事などが挙げられる｡

こうした状況に変化が現れるのは90年代に入ってからである｡欧州レベルでの雇用政策促

進する環境が生じた理由としては､市場統合の進展に伴いそれを補完する社会政策への関心

が高まった事､多くの加盟国において雇用状況が相変らず停滞していた事､委員会による巧

みなロビーと戦略､マーストリヒト条約による統合の深化に懐疑的な一般市民へのアピール

の必要性､欧州レベルでの失業対策に好意的な国が新たに加盟したことに加え､失業問題の

解決により強い関心を払う社会･社会民主主義勢力が政権を担うようになった点などがあげ

られている14)

91年12月のマーストリヒト欧州理事会において締結されたマーストリヒト条約は､｢高い雇

用水準を促進することは共同体の課題｣ (第2条)であり､さらに102a条では､第2条を念頭

におき､加盟国は共同体の目標実現に貢献するように経済政策を調整するよう規定している｡

さらに93年12月のブリュッセル欧州理事会に欧州委員会から提出された｢成長､競争力及び

雇用に関する白書｣ (通称｢ドロール白書｣)は､成長､競争力､雇用の相互関連性を指摘し

ながら､失業の原因､あるべき経済の姿､雇用創出の具体案､ EUレベルでの対応について

述べている｡この白書については､ ｢それまで労働者の権利を主唱する立場にあったEC委員

会｣が､ ｢労働市場の硬直性を構造的失業の原因とし､労働市場の柔軟性を高め､企業の競争

13) 1.職業上の再教育及び移転就職手当てにより労働者に対して生産的再雇用を確保すること｡ 2.企業の他の生産への

転換に伴い雇用が一時的に全部もしくは一部短縮されまたは停止される労働者のため､完全に再雇用されるまでの

間､同一水準の報酬をひきうけることができるよう援助を与えること｡

14) David M. Trubeck and James S. Mosher, "New governance, EU Employment Policy, and European Social

Model", Jean Monnet Working Paper, 15/01.
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力を高めるための措置を加盟国に提言｣しつつも､ ｢必ずしもネオリベラリズム的な外部労働

市場の調整に全てを委ねる政策を主張しているわけではない｣15)､と指摘されている｡ブリュ

ッセル欧州理事会では､この白書を元に議論が行われ､議長国結論文書にほぼドロール白書

と同じ内容の｢失業問題に取り組む行動計画｣が盛り込まれた｡この自書は欧州経済と雇用

'戦略についての議論を引き起こし､これ以降の欧州理事会の議長国結論文には常に雇用に関

する議論が取り上げられるようになる｡

94年に委員会は各加盟国におけるドロール自書及び行動計画の実施状況について調査を行

った上で､ ｢成長を雇用へ/ブリュッセル行動計画(第二段階)｣を12月のエッセン欧州理事会

に提出､議長国結論文書に基本的な考え方がそのまま盛り込まれ､その後の雇用政策の指針

となっている｡

96年から97年にかけて行われたマーストリヒト条約改定のための政府間会議において雇用

政策は優先事項の一つとなった｡労働､雇用政策の｢欧州化｣の強化や各国のイニシアティ

ブや対策の協調を求める要求がいくつかの加盟国(特にオーストリア､デンマーク､スウェ

ーデン)やEU機関(特に欧州議会と経済社会評議会)から出されたのに対し､いくつかの

加盟国(特にドイツ､イギリス､フランス)はこれを強く拒否していた｡しかし97年の6月

に開催されるアムステルダム欧州理事会を前にイギリスとフランスにおいて相次いで左派政

権が誕生したことで､条約改定作業の最終過程は左派勢力にとって有利なものとなり､特に

新たに政権についたフランス社会党の強力な要望により､最終的にアムステルダム条約に全

6条からなる雇用に関する独立した編が初めて設けられることとなった16)もっともその内

容については新しいものではなく､ 94年のエッセン欧州理事会以降実施されてきていること

を改めて規定しようとするものにすぎない｡またその失業解決に対する現実的な有効性につ

･いても疑問点が指摘されている17)しかし雇用政策がローマ条約以降初めて正式な条項とし

て取り入れられ､ ｢より高い政治的位置付け｣18)を獲得したことは､経済･通貨統合の完成を

目的としたこれまでの新自由主義的な統合過程に対する部分的な修正とする見方もある19)

15)溝口桂一郎､前掲書､ 226-227貢｡

16) Vgl. Hortense Horburger, "Die soziale und beschaftigungspolitische Dimension der EU nach Amsterdam", in

M. Jopp, A. Mauer und 0. Schmuck (Hrsg.), Die europaische Union nach Amsterdam, Analysen und

Stellungnahmen zum neuen EU-Vertrag, Europa Union Verlag, 1998 , S. 11ト113.

17) Philippe Pochet, "The new employment chapter of the Amsterdam treaty", Journal of European Social Policy,
9(3), pp. 27ト278.

18) Berndt Keller, "Moglichkeiten und Grenzen supranationaler Arbeitsmarkt- und Beschaftingungspolitik", Aus
Politik und Zeitgeschichte, B49/99, S. 20.

19) Stefan Tidow, "Beschaftingungspolitik als neues Politikfeld in der EU", EU-Krit Discussion物er, No. 1.
Fritz W. Scharpf, "Balancing Negative and Positive Integration: The Regulatory Options for Europe",

Dieter Dettke (ed.) , The Challenge of Globalization for Germany's Social Democracy: A Policy Agenda for
21st Century, New York: Berghahn. 1998.
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4.欧州社会党の歴史20)
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PESのそもそもの始まりは､ECSCの発足と共に､社会主義インターナショナル(S I)

の枠組みの中で､ECSC加盟国政党間の協力体制を整えようとした事にある｡57年に欧州議会

に議員を送り込んでいる社会･社会民主主義政党により､今日の欧州社会民主党の機構の前

身となる｢協力事務所｣ (Liaison Bureau)が設立された｡事務所は参加政党にとって基本的

に欧州統合に対し友好的であることを示す証拠としては有効であったが､そこで欧州問題に

ついての真剣な議論がなされることはなくその影響力は限られたものであった21)

79年に初めての欧州議会の直接選挙が行われることが決定したのを受け､ 74年にE C加盟

諸国の社会･社会民主主義政党とその欧州議会における議員グループからなるE C社会党同

盟(Confederation of Socialist Parties of the European Community: CSPEC)が発足す

るo発足後すぐに同盟は欧州議会選挙に向けた選挙鋼帯の作成に取り掛かる｡欧州議会選挙

のための共同選挙飼育の発表は､欧州政党として党の方針を広く一般に伝える最も良い機会

である｡もっとも選挙綱領が実際の選挙結果に与える影響は小さく､その日的はむしろ選挙

綱領という形で党の方針や重点的に取り組むべき政治課題を明確にすること､そして共同綱

領作成を通じて､政党間の共通の問題意識を形成し協力体制を強化することにあると言える｡

ところが楽観的にスタートした共通の綱積作成は､政党ごとの歴史や国内事情の違いにより

予想以上に難航し結局断念せざるを得なくなる｡そのため加盟政党間の欧州統合への態度の

食い違いを強調する結果となり､この食い違いは第二回欧州議会選挙前の共同綱額作成の際

も克服されることはなかった｡

しかし80年代に入り市場統合計画や単一欧州議定書によるローマ条約の改正と､統合への

関心が高まるにつれ､ CSPECの加盟政党は次第にCSPECの枠組みを利用して､それぞれの

EC政策の収敵を試みるようになる｡そして単一欧州議定書により着手された市場統合計画

については賛成するが､並行して社会政策の実施と言った｢社会的次元｣を強化してゆくこ

とで合意する｡

この背景にはそれまでの福祉国家の前提であった､ ｢一国主義｣への限界が認識され始めて

いたことがあげられる｡特に80年代初めのミッテラン仏社会党政権による｢大きな政府｣の

失敗とその後の経済･通貨同盟(EMU)推進への方針転換は､たとえ西ヨーロッパの大国

フランスにおいてすら-国単位での社会経済政策がもはや有効性を持ち得ない事を示し､他

20) PE Sの歴史についてPE Sは以下の文書を発行しているSimon Hix, "A History of the PES 1957-1997". PES,

"Party in Office, Party in Power? A History of the PES 1994-2002".

21) Klaus Pole, "Europ護ische Parteien-fur wen und filr was eigentlich? Kritik und Perspektive", Zeitschrift fur

Parlamen紬n (Zparl) , Heft2/99, S. 606.
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の左派政党に衝撃を与えた22)仏社会党出身のドロール委員長の積極的な関与や､欧州労働

組合連盟の後押しもあり､ CSPECの中心課題の一つであった｢社会憲章｣は､全ての加盟政

党の合意を得た初めての本当の意味でのEC政策イッシューとなった｡また統合に対して批

判的な態度をとりつづけてきた英労働党が､少なくとも表面的には統合への協力を表明した

こともあり､ CSPECは89年の欧州議会選挙の際には､具体的な政策提案を含む比較的まとま

った合意を得た選挙綱領を発表することができた23)

90年代に入ると､通貨統合を視野にいれた欧州統合の本格的な｢深化｣につれ､社会民主

党同盟を其の欧州政党へと転化させようという機運が高まるo　マーストリヒト条約において

初めて欧州政党に関する条項が誕生したのを受け､条約の調印から9ケ月後､ 92年11月にハ

ーグにおいてPESが誕生した｡設立大会で採択された｢ヨーロッパ､我々の共通の未来｣

と題する｢ハーグ宣言｣24)では､市場･通貨統合を含め欧州統合のプロセスが概ね肯定的に捉

えられている｡同大会において採択された93年から94年への行動計画において､ PE Sが集

中的に取り組むべき課題として､ 1.欧州議会選挙に向けた共同綱領の作成､ 2.党首会議と閣

僚理事会前の担当大臣達による非公式な会議を通じて政治協力のための構造を発展させる､

という二点が挙げられている25)

5.欧州社会党の機構

PESは､ EU加盟国､ノルウェー､キプロスからの加盟政党20党､欧州議会における欧

州社会党グループ､主に東欧からの協力政党15党､オブザーバー政党3党などにより構成さ

れ､ EUとヨーロッパ全体における社会･社会民主主義勢力の活動の弘化､各国政党､議員

グループ､欧州議会議員グループの連携強化､ EUにおける共同政策の決定､欧州議会選挙

の共同選挙綱領の採択などを狙いとして挙げている26)｡党は4つの機関､大会､理事会､党

首会議､事務局に加え､ 96年からは政権にあるPESのメンバー政党の閣僚達､つまりEU

閣僚理事会の出席者たちが､専門分野ごとに政策の共通化に向け積極的に会合を重ねている｡

規約によると党の最高機関は大会となっているが､実際にPESの発展と指針決定にとっ

て重要な役割を担っているのは党首会議であり､ここでの決定が党全体の方針として各部署

のプログラムへ実質的な影響力を有している27)党首会議は92年バーミンガム欧州理事会以

22) Simon Hix and Christopher Lord, "A Model Transnational Party? The Party of European Socialists", in:

David S. Bell and Christopher Lord (ed.) Transnational勉rties in the EU, Ashgate, 1998, pp. 89-90.

23) Robert Ladrech (2002), "Party of European Socialists", in: Karl Magnus Johansson and Peter Zervakis (eds.)

European Political Parties between Cooperation and Integration, Nomos, 2002, p. 84.

24) PES, "Europe, Our Common Future" (Den Haag Declaration), 1st Congress of PES, The Haag, November

1992.

25) PES, "Work Programme 1993-1994", 1st Congress of PES, The Haag, November 1992.

26) P E SのH Pよりwww.eurosocialists.org
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降､加盟政党のトップの政治家達により各欧州理事会直前に定期的に開催されている｡

こうしたPESにおける党首会議の地位向上の背景として､ EU機関における欧州理事会

の影響力の強さと政権交代やEU拡大によるP E S内の政権政党の飛躍的な増加が挙げられ

る｡ EU加盟国首脳達により､今後の統合の大まかな指針や方向性を議論するために考案さ

れた欧州理事会は､これまで統合の根幹にかかわる重要な課題に政治的決着をつける場とし

ても機能してきた｡特に97年の英労働党､仏社会党､ 98年の独社会民主党の政権復帰により､

欧州理事会への出席者の大半をP E S党首が占めた時期は､欧州理事会で議論する政策につ

いて事前に意見調整を行う場として､ PES党首会議は｢利用価値｣の高いものとなった｡

またPESの加盟政党にとっては､経済の自由化､規制緩和､民営化といった､新自由主

義的な統合の進展をコントロールしようとする動機は当然ながら保守政党よりも強く､それ

ゆえに自分達の立場を社会経済問題における政策提案に反映させようとする努力がより多く

なされることになる28) EUの決定の自国への悪影響を未然に防ぐために､各党首達は欧州

レベルでの対応を協議する場として党首会議を積極的に利用するようになる｡ここには欧州

統合の深化につれEUレベルでの決定が国内問題に及ぼす影響が確実に増してゆく中で､国

内政党単位ではEUの意志決定を十分にコントロールすることが出来ないことに対する党首

達の危機感が見て取れる｡

こうしてトランスナショナルな連携が不可欠と認識される一方で､それぞれが思い描く｢ヨ

ーロッパ社会モデル｣は様々であり､完全に歩調を合わせることは困難であった｡ 97年の同

時期に政権についた仏社会党ジョスパンと英労働党ブレアの対比は､左派政党間のスタンス

の食い違いを示す好例としてしばしばマスコミに取り上げられた｡また党首会議での決定は

合意を原則とし､ PESの決定は加盟政党の政策に対して拘束力を持たない｡そのため意見

の相違が顕著な政策分野においては､妥協からその合意点は低くならざるを得ない｡

しかし加盟政党のトップの政治家が集まり､トランスナショナルな政策協調に向けて話し

合うための制度的な枠組みがPESを通して確立されたことは注目に値する｡

6.欧州社会党の雇用政策

他の欧州政党に比べ早い時期からP E Sは常に優先課題として失業問題の解決を挙げ､積

極的に欧州レベルで政治的なイニシアティブを取ることを主張しており､ ｢ハーグ宣言｣にお

いても90年代に達成すべき課題として､雇用のための共同戦略が筆頭に挙げられている｡も

27) Simon Hix and Christopher Lord, op, at, p. 90.

28) Robert Ladrech (1998), "Party Networks, Issue Agenda and European Union Governance", in: David S. Bell

and Christopher Lord, op, at, pp. 73-74.
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つとも左派勢力に限らず､特に失業率の高い国においては失業対策の成否がそのまま政権維

持の問題と関わってくるため失業問題への政治家の関心は総じて高い｡しかしあくまでも国

内レベルで取り組むべき問題とされてきた失業対策が､次第に欧州レベルでも取り組むべき

最重要課題として取り上げられるようになったのは､アムステルダム条約に至る政府間会議

や欧州理事会においてである｡

PESの雇用政策を考える上で忘れてはならないのが､ PESで最も精力的であったと評

価されるワーキング･グループ､ ｢欧州雇用イニシアティブ｣ (European Employment Initia-

tive:EEI)である　EE Iは93年の9月のPES党首会議の要請を受け､スウェーデンの元

蔵相アラン･ラーションを委員長として発足､翌年6月の最終報告書提出までに8回の会合

を重ねた　PESのメンバー政党の主要な経済政策アドバイザー､欧州委員長ドロール､欧

州議会のPES議員グループの代表､そして欧州労働組合連合からのゲストをも含むメンバ

ーの協議の中から､同年12月には雇用に関する共同プログラム(通称｢ラーション･レポー

ト｣ 29)が作成された｡ ｢今ヨーロッパは市場価値に採掘される分断化された社会か､協調､逮

帯､公平の伝統の上にたつ社会へと向かうのか､岐路に立っている｡｣という文章で始まるレ

ポートは､失業の原因は外的な一時的なものではなく欧州に内在するものであるとしている.

その対策として雇用創設にむけた分野への公的資金の投入､経済､労働市場､社会保障､税

制､研究開発､といった分野全てを巻き込む総合的な政策を訴え､政治､雇用者､労働組合

が雇用に関してより積極的な責任を負うべきであるとしている｡レポートは党と政府の｢最

高レベルの協議の産物｣であり､欧州委員長としてちょうど将来の｢成長､競争力及び雇用

-に関する白書｣ (通称｢ドロール自書｣)の策定にあたっていたドロールのレポート作成への

関与は､両者の間の情報やアイデアの交換を示唆している30)このレポートについて､ ｢意義

はその中身よりも､ドラフト作成過程に生じた人のコンタクトにある｡｣31)と指摘されている

ように､後の政府間会議の出席者でもあるPES加盟政党のトップレベルの政治家が集まり､

彼らの間で雇用問題に関する見解を収赦させていった点に意味がある0

94年4月11､12日にはPES, ETUC (欧州労働組合連合)､ UNICE (欧州雇用者連合)によ

る｢雇用に関する三者会議｣ (Tripartite Conference on Employment)がP E Sのイニシア

ティブにより開催され､ラーション･レポートについての議論が行われた　UNICEは失業問

題が欧州における共通の関心事であることを確認しつつも､レポートの言葉使いが一軍扇動

的で不明確であるという指摘や､失業問題の解決方法に関する見解の違いを述べている32)

29) PES, "PUT EUROPE TO WORK" (Larsson Report), Leader's Summit, Brussels December 1993, and

revised, Corfu, June 1994.

30) Robert Ladrech (1998), op, cit, pp. 74-75.

31) Karl Magnus Johansson, "Tracing the employment title in the Amsterdam treaty: uncovering transnational

coalitions , Journal of European Public Policy, 6(1), p. 90.
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95年3月にバルセロナで開催された第二回党大会以降､ PE Sの最優先事項として雇用問

題に一層焦点が当たるようになり､より具体的な目標としてアムステルダム条約への雇用に

関する章の誕生について言及されるようになる33)｡ 95年の11月のPES党首会議において､

アイルランド労働党のイニシアティブにより､ EUの経済･蔵相会議の前にPES加盟政党

の財政大臣､財政担当者による会議(EcoFin会議)を行うことが決定される｡この決定をう

け96年3月に開催された第一回EcoFin会議において､ EMUと雇用政策に関するPESの

見解についての議論がなされ､勧告事項の筆頭にアムステルダム条約への雇用の編の取り入

れが挙げられている34)

またマーストリヒト条約改正のため96年から始まる政府間会議にむけ､まずは条約を再検

討するための外相および欧州委員の個人代表による専門家委員会に欧州議会の代表( 2名)

を加えたリフレクション･グループが95年6月に設置された｡当時EU加盟15か国中10ヶ国

をしめた左派政権からの政府代表者に加え､欧州議会代表としてPE Sのギゴウ欧州議員が

参加したリフレクション･グループにおいても､ PESはその後に行われる政府間会議の協

議事項の策定に影響を及ぼすことを試みている｡ 95年9月の中間報告において､条約中に高

水準の雇用を維持するための具体的な規定を設けるべきであるとの提言が顔を出し､ 12月の

最終報告では､多くの委員が雇用創出の目標を条約に規定することを求めると共に､多くの

委員は雇用に関する独立の編を設けることに賛成しているとしている35)

条約改正は政府間会議において協議され､決定権を持つのはあくまでも各国政府であるた

め､条約改正の後期段階においてPESの果たした役割は小さい　PESの存在意義はむし

ろ条約改正の政府間会議に至るまでの過程にあった　EE I､欧州理事会前に行われるPE

S党首会議やEcoFin会議において加盟政党のトップレベルの人材が集まり､多くの｢宿題｣

をこなしながら､失業問題についての真剣な議論が戦わされた｡その後加盟国において次々

とPE S加盟政党が政権についたことから､この時の参加者は後に欧州理事会､閣僚理事会

において決定権を有する政府代表者となる｡条約改正を容易にした直接的な要因はPES加

盟政党が政権政党となり､党のエリートの多くが政府間会議に加盟国の代表として参加した

ことにある｡しかしこの政府代表者の間でPESのネットワークを通じて雇用に関する見解

が事前に共有されていたからこそ､アムステルダム条約に新たな雇用に関する編が誕生した

32) Z. Tyszkiewicz (UNICE), "The European Employment Initiative, Declaration of 9 December 1993" (Speech

at Tripartite Conference on Employment, Brussels, ll-12 April 1994).

33) PES, "PES Activity Report 1996-1997, Coordination amongst the European socialist and social democrat and

labour parties to build a Europe of employment, citizenship, environmental and consumer protection",
Brussels, 26. 5. 1997.

34) PES, "EMU, Social Cohesion and Employment, a discussion paper", February 1996, "Resume of the meeting

of the socialist and social democratic finance ministers and the spokespeople for finance", Brussels, 12th
March 1996.

35)潰口桂一郎､前掲書､ 237頁｡
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のである｡

もともとアムステルダム条約は主としてEU拡大に向けた機構改革について検討すること

が予定されており､雇用政策については予定されていなかった｡また94年から99年までの雇

用政策を振り返ったPE Sの文書によれば､ 94年の段階で加盟国間において失業問題に対す

る共通の認識がほとんど無かったとしている36)このような状態のままではいくら左派政権

が相次いで誕生したとしても､雇用政策が政府間会議の議題となることはなかったであろう｡

アムステルダム条約における雇用の章の誕生は､これまでのところPESのEU政治への

関与の最も成功した例である｡雇用政策に引き続きPE Sは有害な税率切り下げ競争防止の

ために財政政策の協調を掲げ､財政政策に関する意見交換､各政党の見解の比較､そしてP

ESの共通の見解を作成するた釧こ97年の党大会においてワーキング･グループを発足させ

る｡そしてこの分野においてEUが積極的に介入することを提案する意欲的な文書を公表す

るが､この中で述べられた戦略は名ばかりの合意の上にたつものであり､実際には加盟国間

の意見の違いを克服するには至っていない37)同グループの活動期は､ EU加盟国において

左派政権が圧倒的な数的優位を保っていただけでなく､ 98年の独社会民主党の政権復帰によ

り､英､仏､独､伊の4カ国同時に左派政党が政権に参加した時期と重なる｡しかしこの優

位な政治状況を活かし､新しい戦略をEUの政策課題へとすることはできなかった｡

むすびにかえて

そもそも一国レベルにおいて行き詰まりの様相を示す福祉国家をそのままEUレベルで実

施するのは不可能であり､ネオリベラル勢力の抵抗だけでなく､加盟国間に歴史的に形成さ

れた様々な社会政策や制度の相違､財源､ EUにおける意思決定のあり方を考慮すれば､ E

Uの｢社会的次元｣の発展には今後も困難が予想される｡

かつての福祉国家をそのままEUレベルで再現するのでもなく新自由主義的な潮流への全

面降伏でもない､従来の福祉国家体制を一国レベルで見直しつつEUレベルでそれを補完す

る､新たな｢ヨーロッパ社会モデル｣が模索されている｡その行く末については未知数であ

るが､ PE Sを通じた欧州レベルでの左派政党の協力体制の制度化は､その限界だけでなく

新たな可能性をも示唆している｡

現在EU加盟国において政権にある左派政党は半数を切っているが､ 90年代左派政党の相

36) PES, "Putting Europe to Work 1994-1999: Programme of the PES for the European Parliamentary elections

of 1994, A review: what has been achieved in the last five years?", 1999. Stephen Hughes (Chair of the EP

Committee on Social Affairs and Employment) and Bernard Tuyttens (PES Secretariat).

37) Erol Kulahci, "Explaining the Absence of a Genuine European Social-Democrat Consensus: The Case of `Une

Strat6gie pour la Solidarite川, in European Integration online Papers, Vol. 6(4), http://eiop.or.at./eiop/

texte/2002-004a.htm, 2002.
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次ぐ政権復帰の盛り上がりの中で制度化された協力の枠組みは失われていない｡欧州統合や

グローバル化の進展に伴い-国単位の政策が有効性を失いつつある今､この協力体制をどう

活かしてゆくのか､ ｢ヨーロッパ社会モデル｣の行く末を考える上で､ PESの今後の活動が

焦点となるであろう｡


